
 

山梨県鳥獣被害防止総合対策事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、鳥獣による農林水産業等に係る被害の軽減に資するため、鳥獣被

害防止総合対策交付金実施要綱（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４

２３号農林水産事務次官依命通知）、鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領

（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２４号農林水産省生産局長通

知）、鳥獣被害防止総合対策交付金交付対象事業事務及び交付対象事業費の

取扱いについて（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２５号農林水産

省生産局長通知）、鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の

実施について（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２６号農林水産省

生産局長通知）及び山梨県鳥獣被害防止総合対策事業実施要領（平成２２年

５月１９日付け農技第４１７号山梨県農政部長通知）に基づき、事業実施主

体が行う事業（以下「事業」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内

において補助金を交付するものとし、その交付に関しては鳥獣被害防止総合

対策交付金交付要綱（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２２号農林

水産事務次官依命通知）、山梨県補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則

第２５号）に規定するもののほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（補助金の交付の対象となる経費及びその補助率） 

第２条 前条に規定する事業の補助対象経費、交付先及び補助率は（別表１）から

（別表４）までに定めるところによる。 

 

（補助金等の交付申請書及び添付書類の様式、提出期限） 

第３条 補助金の交付を受けようとする事業実施主体は、補助金交付申請書（様式

第１号）を別に定める期日までに、知事に提出しなければならない。 

  ２ 前項の申請書を提出するに当たり、当該補助金に係る仕入れに係る消費税

等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のう

ち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税

額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗

じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな事業

実施主体は、これを減額して申請しなければならない。 

    ただし、申請時に当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らか

でない事業実施主体は、この限りでない。 

 

（補助金の交付の決定） 

第４条 知事は、補助金の交付申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及

び必要に応じて行う現地調査等により、補助金を交付すべきものと認めたと

きは、速やかに交付決定を行い、補助金交付決定通知書（様式第２号）を交

付先に通知するものとする。 



 

 

（補助金の交付の条件） 

第５条 規則第６条による補助金の交付の条件は、次に掲げるとおりとする。 

（１） 事業実施主体は、補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容の変更

（別表に定める軽微な変更は除く。）をしようとするときは、補助金変更承

認申請書（様式第３号）を提出して知事の承認を受けなければならない。 

（２） 事業実施主体は、事業を中止、又は廃止しようとするときは、あらかじめ

中止（廃止）承認申請書（様式第４号）を提出して知事の承認を受けなけれ

ばならない。 

（３） 事業が予定の期間内に完了する見込みのない場合又は事業等の遂行が困難

となった場合においては、速やかに知事に報告してその指示を受けなければ

ならない。 

 

（状況報告） 

第６条 事業実施主体は、補助金の交付の決定に係る年度の１２月３１日現在にお

いて、補助金事業遂行状況報告書（様式第５号）を作成し、翌月の２０日ま

でに知事に提出し、事業の遂行状況を報告するものとする。 

  ２  知事は、前項に定める時期のほか、事業の円滑適正な執行を図るため必要

があると認めるときは、事業実施主体に対して当該補助金の遂行状況報告を

求めることができる。 

 

（補助金の交付） 

第７条 補助金の交付は、精算払いとする。ただし、知事が必要と認めるときは、

概算払いにより交付することができるものとする。 

  ２ 事業実施主体は、前項の規定により概算払いを受けようとするときは、概

算払い請求書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告の提出、提出期限） 

第８条 事業実施主体は、事業が完了したとき、又は事業の廃止の承認を受けたと

きは、実績報告書（様式第７号）により、事業の完了の日若しくは廃止の承

認を受けた日から起算して１ヶ月を経過した日、又は補助金の交付を決定し

た年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い期日までに知事に提出するもの

とする。 

  ２ 第３条第２項ただし書きにより交付の申請をした事業実施主体は、前項の

実績報告書を提出するに当たり、第３条第２項ただし書きに該当した事業実

施主体において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにな

ったときは、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

  ３ 第３条第２項ただし書きにより交付の申請をした事業実施主体は、第１項

の実績報告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当

該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額

（前項の規定により減額した事業実施主体については、その金額が減じた額

を上回る部分の金額）を、仕入れに係る消費税等相当額報告書（様式第８号）



 

 

により速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返

還しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第９条 知事は、事業の完了又は廃止に係る実績報告を受けたときは、当該報告に

係る事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合する

ものであるかどうかを調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金

の額を確定し、事業実施主体に通知するものとする。 

 

（財産の処分の制限） 

第 10 条 事業実施主体は、補助事業により取得し、又は効用の増加した機械及び

器具（以下「取得財産等」という。）については、知事が補助金交付の目的

及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）を勘案して別に定める期間（以下「財産処分制限期間」という。）を経

過するまでは、知事の承認を受けないで、取得財産等を補助金の交付の目的

に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。 

  ２  事業実施主体は、前項の承認を受けようとする場合は、財産処分承認申

請書（様式第９号）を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

  ３ 知事は、第１項の承認をしようとする場合において、原則として交付した

補助金のうち取得財産等を補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交

換し、貸し付け、又は担保に供した時から財産処分制限期間が経過するまで

の期間に相当する分を返還させるものとする。 

 

（書類の保管） 

第 11 条 補助金の交付を受けた事業実施主体は、この事業に係る収入及び支出を

明らかにした帳簿を備え、かつ当該収入及び支出についての証拠書類を整理

し事業終了の年度の翌年度から起算して５年間保管しておかなければならな

い。 

 

（書類の提出） 

第 12 条 本要綱により提出する書類は、正副２部を所管する農務事務所に提出す

るものとする。ただし、事業実施主体が市町村以外の場合は、事業の範囲と

する市町村を経由して提出するものとする。なお、本県内における複数の市

町村に事業の範囲が及ぶ場合にあっては、代表の一市町村を経由し、その市

町村を管轄する農務事務所に提出するものとし、代表以外の市町村に対して

は写しを送付するものとする。 

 

（指導監督） 

第13条 第 12条による書類の経由を行った市町村長又は書類の写しの送付を受け

た市町村長は、事業の適正な執行が図られるよう、事業実施主体に対し、必

要な指導及び監督を行うものとする。 



 

 

 

（その他） 

第 14 条 本要綱に定めるもののほか、必要事項は別に定める。 

 

 附 則 

  この要綱は、平成２２年５月１９日から施行し、平成２２年４月１日から適用

する。 

 附 則 

この要綱は、平成２３年７月１１日から施行する。 

 附 則 

  この要綱は、平成２４年６月２９日から施行し、平成２４年４月６日から適用

する。 

附 則 

  この要綱は、平成２６年６月１６日から施行し、平成２６年４月３０日から適

用する。 

 附 則 

  この要綱は、平成２７年６月１８日から施行し、平成２７年４月９日から適用

する。 

 附 則 

  この要綱は、平成２７年８月５日から施行し、平成２７年７月３日から適用す

る。 

 附 則 

  この要綱は、平成２８年４月８日から施行し、平成２８年４月１日から適用す

る。 



 

 

（別表１） 

補助対象経費 事業実施主体 交付先 補助率 軽微な変更 

鳥獣被害防止総

合対策交付金実

施要綱の別表１

に定める推進事

業に要する経費 

１被害防止活動

推進 

(1)推進体制の整

備 

(2)有害捕獲 

(3)被害防除 

(4)生息環境管理 

(5)サル複合対策 

(6)他地域人材活

用 

 

２実施隊特定活

動 

(1)大規模緩衝帯

整備 

(2)誘導捕獲柵わ

な導入 

 

３ＩＣＴ等新技
術の実施 
 
４農業者団体等
民間団体被害防
止活動 
 

 

鳥獣被害防止

総合対策交付

金実施要領の

別記１の第１

の３に定める

協議会等（以

下「協議会」

という） 

 

協議会又

は市町村 

 

定額、１／２以内 

１ 鳥獣被害防止総

合対策交付金実施要

領の別記１の第１の

１に定める被害緊急

対応型にあっては、被

害防止活動推進に要

する経費の 1/2 以内

とするが、実施隊が行

う補助対象経費欄の

１の(2)から(6)まで

の取り組みに要する

経費については１市

町村あたりの限度額

として、次に掲げると

おり定額補助できる

ものとする。 

① 捕獲の有資格者

が存在しない実施隊

を有する市町村の限

度額は 1,000 千円以

内とする。 

② 捕獲の有資格者

が 20 名以上存在する

実施隊を有する市町

村の限度額は 3,000

千円以内とする。 

③ 上記①及び②以

外の実施隊を有する

市町村の限度額は

2,000 千円以内とす

る。 

④ 補助対象経費欄

１の(5)の取組に要す

る経費については、上

記①から③の限度額

に 1,000 千円以内を

加算できるものとす

る。 

⑤ 補助対象経費欄

１の(6)の取組に要す

る経費については、上

１ 補助対象経費の

推進事業と整備事業

の相互間におけるそ

れぞれの経費の増減

を伴わない場合 

 

２ 補助事業の目的

の達成に支障をきた

さない事業計画細部

の変更であって、交付

決定を受けた補助金

の額の増額を伴わな

い場合 

 

３ 事業の新設を伴

わない場合 

 

４ 事業実施主体が

変更しない場合 

 



 

 

記①から③の限度額

に他地域に居住する

捕獲の有資格者を実

施隊の構成員として

任命し、市町村が定め

る被害防止計画に基

づく有害捕獲活動を

実施するもの一人当

たりに対して 100 千

円以内を加算できる

ものとする。ただし、

1,000千円を上限とす

る。 

広域連携型にあって

は被害防止活動推進

に要する経費の 1/2

以内とするが、実施隊

が行う補助対象経費

欄の１の(2)から(4)

までの取組に要する

経費については１市

町村あたり上記①か

ら③の額に 200 千円

以内を限度額として

定額補助できるもの

とする。なお、猟銃の

有資格者が存在する

実施隊を有する市町

村を含めた地域にお

いて、市町村境を超え

た広域的な捕獲を実

施する場合、１市町村

当たり上記②、③の額

に 500 千円を加算し

た額以内を限度額と

して定額補助できる

ものとする。 

２ 過年度に鳥獣被

害防止総合対策事業

の補助を受けたこと

にない事業実施主体

においては前記にか

えて、補助対象経費欄

の１の(1)から(4)ま



 

 

での取り組みに要す

る経費について、被害

緊急対応型において

は１市町村あたり

2,000 千円以内（１の

②の場合は 3,000 千

円以内）、広域連携型

においては事業実施

主体を構成する１市

町村当たり 2,200 千

円以内（１の②の場合

は 3，200 千円以内）

の定額補助を受ける

ことができるものと

する。なお、銃猟の有

資格者が存在する実

施隊を有する市町村

が、銃猟の有資格者が

存在しない実施隊を

有する市町村を含め

た地域において、市町

村境を超えた広域的

な捕獲を実施する場

合、１市町村当たり１

の②、③の額に 500 千

円を加算した額以内

を限度額として定額

補助できるものとす

る。 

３ ＩＣＴ等新技術

実証に要する経費に

ついて、被害緊急対応

型にあっては、1/2以

内とするが、１市町村

当たり1,000千円以

内、広域連携型にあっ

ては、1/2以内とする

が、１市町村当たり

1,100千円以内を限度

額として定額補助で

きるものとする。 

４ 農業者団体等民

間団体被害防止活動

における被害防止活



 

 

動に要する経費につ

いては、1/2 以内とす

るが、１市町村当たり

2,000千円以内を限度

額として定額補助で

きるものとする。ただ

し、同一市町村内の複

数の事業実施主体が

それぞれ異なる鳥獣

に対する被害防止活

動を実施する場合に

は、 1 団体当たり

2,000千円以内を限度

額として定額補助で

きるものとする。 

 

なお、被害防止活動推

進における上限単価

並びに実施隊特定活

動における上限単価

は別表２に掲げると

おりとする。 

 

     

鳥獣被害防止総

合対策交付金実

施要綱の別表１

に定める整備事

業に要する経費 

 

１鳥獣被害防止

施設 

２処理加工施設 

３捕獲技術高度

化施設 

４地域提案 

 

  定額、１／２以内 
下記の１～３までの
要件のいずれかに該
当する地域にあって
は５５／１００以内
とする。 
（上記にかかわらず、
鳥獣被害防止施設を
農家・地域住民等参加
型の直営施工により
整備する場合であっ
て、資材費のみ交付対
象経費とするときに
は、定額補助できるこ
ととし、その侵入防止
柵１ｍあたりの上限
単価は、別表３に掲げ
るとおりとする。） 
 
１ 山村振興法（昭和
40 年法律第 64 号）第
７条第１項の規定に
基づき指定された振
興山村 
２ 過疎地域自立促
進特別措置法（平成
12 年法律第 15 号）第

 



 

 

２条第２項の規定に
基づき公示された過
疎地域（同法第 33 条
第１項又は第２項の
規定により過疎地域
と見なされる区域を
含む。） 
３ 特定農山村地域
における農林業等の
活性化のための基盤
整備の促進に関する
法律（平成５年法律第
72 号）第２条第４項
の規定に基づき公示
された特定農山村地
域 

 

     

鳥獣被害防止総

合対策交付金実

施要綱の別表３

に定める推進事

業に要する経費 

 

有害捕獲 

 

  定額 

有害捕獲に係る捕獲

活動経費の上限単価

は別表４に掲げると

おりとする。 

 

 

（別表２） 

○被害防止活動推進 

箱わな 

仕様 獣種 
上限単価 

(消費税を除く) 

大型獣種（３㎡以下） 
主にイノシシ、シカ、ク

マ（サル用を兼ねる。） 
96 千円/基 

中型獣種（２㎡以下） サル専用 85 千円/基 

小型獣種（０．５㎡以下） 
アライグマ、ハクビシ

ン、ヌートリア等 
17 千円/基 

くくりわな － － 22 千円/基 

囲いわな － － 38 千円/㎡ 

○実施隊特定活動 

 
上限単価 

(消費税を除く) 

大規模緩衝帯整備導入 480 千円/ｈａ 

誘導捕獲柵わな導入 38 千円/㎡ 



 

 

注１：「小型獣種」には、タヌキ、キツネ等の小型動物も含まれるものとする。 

注２：地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により上記の上限単価を超

えて助成する必要があると認める場合にあっては、整備等の内容に応じた必要最小

限の範囲で上限単価を超えて助成できるものとする。 

 

（別表３） 

○鳥獣被害防止施設 

獣種等 侵入防止柵の種類 

上限単価（消費税を除

く）（円/ｍ）（直営施

工で資材費のみの定額

補助の場合） 

上限単価（消費税

を除く）（円/ｍ） 

(左記以外の場合) 

獣種共通 

電気柵（１段あたり） 124 324 

ネット柵 960 2,380 

イノシシ 

金網柵（ロール状） 1,480 3,910 

ワイヤーメッシュ柵 

（パネル状） 
960 2,380 

シカ（イノシシ

用を兼ねる。） 

金網柵（ロール状） 2,150 5,430 

ワイヤーメッシュ柵 

（パネル状） 
1,430 3,570 

○処理加工施設 

 
上限単価（万円/㎡） 

（消費税を除く） 

食肉利用等施設 24.8 

焼却施設 38.1 

注１：サル等の多獣種に対応するため金網柵及び電気柵を組み合わせた複合柵の場合は、

それぞれの上限単価を足し合わせた合計額を上限単価とする。 

注２：鳥獣被害防止施設において、被害防止と一体的に整備を行うＩＣＴを活用とした捕

獲施設については、上限単価の外数とする。  

注３：交付対象となる食肉利用等施設、焼却施設に交付金の交付限度額は、上限単価の

範囲内であって、必要最小限のものとする。 

注４：地域の実情、地形条件、気象条件等やむを得ない事由により上記の上限単価を超

えて助成する必要があると認める場合にあっては、整備等の内容に応じた必要最小

限の範囲で上限単価を超えて助成できるものとする。 

 

 



 

 

 

（別表４） 

獣   種 上限単価（円／頭・羽） 

イノシシ、シカ、クマ、サル及びカモシカ（幼獣は除く） ８，０００ 

その他の獣類 １，０００ 

鳥類 ２００ 

 注１：各上限単価は、地域における農林水産業の被害状況等を勘案の上、上限単価の範

囲内で単価を設定することができるものとする。この場合、予算と捕獲計画に見合

った単価を設定することとし、捕獲が計画を上回る場合は、単価調整等の措置を講

じるものとする。 

  ２：ただし、特定の鳥類について、事業を実施する地域における農林水産業に係る被

害がイノシシ、シカ、サル等の獣による被害より大きく、当該鳥類の捕獲強化をさ

らに図ることが地域の農林水産業に係る被害の軽減をより促進するために必要な場

合には、知事に協議の上、１羽当たりの捕獲経費の１／２に相当する額又は１羽当

たり１，０００円のいずれか低い額を上限として単価を設定できるものとする。 

    なお、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策実施要領（平成２５年２月２６日付け２４生

産第２８７０号農林水産省生産局長通知）第５の１の注２に基づき単価設定してい

る場合は、知事に協議したものとみなす。 


